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1．はじめに

私の専門である産業医学の領域での最近の大きな

話題は，職場での化学物質管理の考え方が，大きく

変換しつつあることである1）。2023年から24年にか

けて，労働安全衛生法関連法令の改正により，従来

の法令順守型の管理から，自律的管理型へとなる。

職域において，化学物質管理に関わっている衛生管

理者，作業主任者や産業医は，これまで以上に化学

物質の基礎知識を強化しなければならない。製造業

だけでなく，化学物質を扱う全ての業種が対象となっ

ているので，販売，サービス業でも化学物質に関す

る知識を持たなければならない。大学等の教育機関

は，研究室での化学物質管理は当然対象となるが，

学生に化学物質管理の基礎知識を教育して社会に送

り出す役目があると考える。

2．化学物質の自律的管理とは

見直しの背景として，近年，化学物質による労働

災害のうち，法規制以外の物質による労働災害が大

きな比重を占めてきていることがある。事業場の化

学物質管理は，まず法規制を調べ，これを守ること

に比重がおかれていた。行政は，労働災害が発生す

ると，その原因となった物質を新たに法令に追加し，

事業場は追加された物質について新たな取り組みを

開始するという流れであった。これでは，いつまで

経っても後追いであり，事業場の対応は行政頼みと

なり，真の災害予防とはならない。そこで，今回，

法規制以外の物質に関しては，行政主導でなく，事

業場が自ら使用する化学物質のリスクアセスメント

を行い，リスクに応じた管理をする仕組みに代わる

こととなった（Fig.1）。図に示すように，これま

での△（三角）型の管理から，□（四角）型の管理

に移行する。従来は，行政が，流通している化学物

質の中から，管理すべきレベルに応じて少数の規制

対象物質を決めていた。だから，△となる。これか

らは，使用している全ての化学物質から各事業場が

リスクに応じて管理を強化すべき物質を選択するこ

ととなる。

これまでは，行政も事業場も，化学物質の管理は

それが法規制対象物かどうかが重要であり，法規制

か？作業環境測定や健診をしているか？で管理でき

た。これからは，リスクが高い作業は何か？どう管

理しているか？その管理で問題ないと考える根拠を

示せ，というような管理になる。これまでは，事業
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者は法規制以外の物質に関する責任は問われなかっ

たかもしれないが，これからは全ての物質について

の責任が伴うであろう。

管理すべきかどうか，どのような管理をすべきか

は，化学物質リスクアセスメントの結果による。リ

スクアセスメントを実施すること自体はすでに2016

年に義務化されている。今回の改正は，対象物質が

増えることが大きい。これまでの800物質弱から，

3,000物質程度に今後拡張される。SDS（安全デー

タシート）があるものは対象と考えればよい。事業

場の義務は，まず運用のための管理者を決めなけれ

ばならないこと，有害性のラベル表示の強化，リス

クアセスメントの結果で行うべき措置等が定められ

ている。また，新たな指標としては，濃度基準値が

公表される。事業者は，リスクアセスメント対象物

を製造又は取扱業務を行う屋内作業場では，従事す

る労働者が当該物質にばく露される程度を，濃度基

準値以下としなければならない。

リスクアセスメントの方法としては，クリエイト

シンプルが推奨されている2）。Excelファイルとして

公開されており，対象物質名がわかれば，作業条件

を入力するだけの簡単な仕組みであり，濃度基準値

と比較できる推定ばく露レベルも計算される。

3．教育研究機関で考えること

大学等の教育研究機関において労働安全衛生法の

対応はどのような現状であろうか。特に国立大学に

おいては，独法化以前は，そもそも労働安全衛生法

の対象ではなかった。独法化後，労働安全衛生法対

応が始まったが，大学ごとでその取り組みの強弱は

あろう。法律では労働者が対象となっているので，

厳密には学生は対象ではない。しかしながら，大学

は教育機関である。化学物質に関する教育を学生に

行い，社会に供給するのが大学の義務である。化学

物質管理の基礎知識を持った人材を排出することに

よって世の中の管理が進展して行くはずだ。よって

大学の役割は重要である。文系の学生も，メーカで

の営業や管理業務に就くので，化学物質に関する知

識は必要とされる。

労働安全衛生法では，化学物質を使用する場合，

作業主任者をおくことが必須となっている。有機溶

剤や発がん物質等の特定化学物質が対象となる。基

本的に使用する全ての業種が対象となるが，例外と

して研究業務は免除されている。作業主任者の資格

を取るためには12時間の講習を受ける。内容は健康

管理4時間，作業環境管理4時間，作業管理2時間，

法令2時間である。もし大学での研究業務も必須で

あれば，これらの安全衛生管理に関する基礎知識を

持った教員が多数存在するわけであるが，現実はそ

うではない。作業主任者は，受験の要件は特にない

ので学生でも受けることができる。

学生は，実験室で扱う化学試薬のSDSには目を通

してほしい。そして試薬の合成により小分けしたボ

トル類にもGHSのマークを貼り付けるということも
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Fig.1 RevisionoflawsandregulationsrelatedtotheOccupationalHealthandSafetyLaw.
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習慣づけたい。保護具に関しては防毒マスクが必要

な実験もあるかもしれないが，多くはドラフト内で

行われるはずであるので，むしろマスクよりも保護

メガネの着用が重要と考えられる。高濃度のガスや

蒸気を吸入することよりも，小さな滴が飛び散った

りすることの可能性が高いと考えられる。薬品を扱

う時には保護メガネをするのが当然ということになっ

ていけばいい。

また，リスクアセスメントの方法としてクリエイ

トシンプルをぜひ試して欲しい。学生一人一人が自

ら行うことが重要と考える。リスクが高ければ何が

問題か考えていくことが重要だろう。また実験室の

気中濃度を自ら測定しようという考えを持たせるよ

うな動機付けが必要である。分析化学の研究室であ

ればGCMS等を利用して精密な測定をすることは可

能である。また分析が専門でない研究室でも検知管

等を使えば誰でも簡単に測定できる。学生が危険と

感じれば測定してみようという考えを持たせること

が重要である。どのように測定できるかということ

を調べることも教育の一環ではないであろうか。

教育機関の化学物質管理に関して，改めて考える

きっかけになれば幸いである。
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